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2003年 科学と社会を考える土曜講座  

会員継続・拡大のお願い 
 

前回お知らせした「会員継続・拡大キャンペーン」のために、

皆さんのお手元にもうすぐ『どよう便り・見本版』（PDF

ファイルもしくは紙の冊子）をお届けいたします。今回はそ

れを用いて、会員継続とご友人への入会を薦めていただく際

の実際の手続きについてお話します。 

1．入会は随時できるます。 

入会（すなわち『どよう便り』購読）を希望する方には「入

会はいつでもできます」とはっきり伝えます。 

2．5つの種類の会員があります。 

レイチェル会員（年２万円）、ファーブル会員（年１万円）、 

スカラベ会員（年6000円）、ダーウィン会員（年3000円） 

ガラパゴス会員（年2000円）の５種があることを伝えます。 

それらの中身については『キャンペーン版見本誌』（PDF）

もしくはリーフレット（今号に同封）に記されています。 

3．現会員の方々には 12 月末までに「会員更新」の手続き

をとっていただきます。 

10月～12月に発行される『どよう便り』に振替用紙を同封

しますので、年内に2003年分の会費を振り込んでいただけ

ればと思います。メール版購読のみの「ガラパゴス会員」の

方々には、最寄の郵便局にある振替用紙を使って振り込んで

いただくことになります。 

4．年内に新しく会員になる方々には年末までの無料サービ

スが生じます。 

2002年10月～12月に新しく会員登録なさる方々には、入

会された時点以後で年内に発行される『どよう便り』は無料

でお送りさせていただきます。年会費は2003年１月から１

年分の『どよう便り』にあてることになります。この年末ま

でのキャンペーン期間に新しくレイチェル会員、ファーブル

会員になられる方々は、2002年10月、11月､12月の講座

（研究発表）に参加される場合の参加費は、年会費とは別に

会場でその都度お支払いください。年会費に含まれている

「研究会参加費」は2003年１月から適用させていただきま

す。またレイチェル会員、ファーブル会員、スカラベ会員に

郵送される「研究発表レジュメ」につきましても、年内の分

につきましては『どよう便り』同様、無料のサービスとさせ

ていただきます。 

 以上、改めてお送りいたします『どよう便り・見本版』に

も分かりやすく要領を記していますので、ご参照ください。

どうかご協力のほど、よろしくお願いします。■ 

第142回土曜講座「科学ジャーナリズムの可能性を探る」 
国際核融合実験炉“ITER“に 

関する新聞報道の検証 
         科学ジャーナリスト（仮） 浅川直輝 
9月21日の土曜講座では、林衛さん（ユニバーサルデザイン総合研

究所）、浅川直輝さん（東京大学大学院理学系研究科物理学専攻修

士）高重治香さん（東京大学学際情報学府修士）の3人を招き、日

本の科学ジャーナリズムが抱える問題を多角的に論じました。参加

者は30名弱と少なめでしたが、質疑の時間には活発な議論が交わさ

れ、良質の科学技術ジャーナリズムが求められていることを強く印

象付けられました。今号では淺川さんと高重さんの報告をご本人に

まとめていただいものを掲載いたします。いろいろなご意見をお寄

せいただけるとありがたいです。（上田）■ 

●ITERについて 

 核融合発電の実現に向け、日・米・ロ・EU が協同し
て実験炉“ITER”を作るプロジェクトが始動している。 
現在は ITERの仕様はほぼ決定しており、ITERを建
設する候補となる国、地域を選定中である。日本は青森

の六ヶ所村を候補地にあげた。その他では、フランスと

カナダがそれぞれ ITERの建設に立候補している。米国
は 1998 年に「核融合発電は、技術的・経済的に見て実
現性に欠ける」と、このプロジェクトから離脱したが、

最近再参加を検討中である。 
 核融合発電には、「高レベル放射性廃棄物が出ない」

「燃料となる水素・リチウムは豊富に採れる」などのメ

リットがあるが、「コストが高い」「大量の低レベル放

射性廃棄物が出る」「そもそも、核融合発電は技術的に

メドが立っていず、実現するかわからない」などのデメ

リットがある。 

●ITER誘致のメリット・デメリット 
★メリット： 
・ 実験炉の建設に伴う技術のスピンオフ（民間転用） 
・ 建設に伴う周辺地域の経済効果 
・ 化石燃料、ウランに変わる新エネルギー源の開発 
・ 巨大科学でイニシアティブを取れる 
★デメリット： 
・7000億～1兆円以上かかるといわれる建設費、維持
費 
・核融合の実現には、今後も多くの技術的ブレイクス

ルーが必要となる 
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（特に、高速中性子に耐える炉壁材料は、その目処す

ら立っていない） 
・放射性物質トリチウム（三重水素）漏洩のリスクが

ある 
・低レベル放射性廃棄物の処分義務がある 

●なぜ ITERに注目したか 
 “ITER”は、という題材に注目したのは、日本の科
学政策の合意形成にジャーナリズムがどう関わるのか、

これが非常に重要な試金石になると考えたため。巨額な

基礎研究費、実現の不確実性、日本が initiative をとる
意義、国民や地元住民への説明など、科学政策のKeyと
なるテーマが詰め込まれている。 

●調査対象 
朝日新聞・読売新聞・毎日新聞 
 1998年 1月～2002年 5月の全国版・地方版の記事。 
おおまかには、“米国の ITER離脱”～“日本の ITER
誘致決定”～“誘致場所を六ヶ所村に決定”の間。特に、

特集記事と社説に注目。 
 比較対照として、地元紙の「東奥日報」の社説も調査

対象に加えた。 

●検証報告 
１．相違点 
●朝日新聞 
・基本姿勢：ITER の誘致だけでなく、核融合の研究自
体に疑問を呈する。 
・ITERのリスク：1998年「核物質は出ない、放射性廃
棄物は原発より少ない」「できるかどうかわからない

のが、最大の問題」 2001 年より、論壇を通して ITER
のリスクを紹介 地元住民のリスクにはほとんど言及せ
ず。地方版も扱いが低い。 
・社説の結論：「慎重な議論が必要」 
・核融合の解説：相対的に少なめ。 
●読売新聞 
・基本姿勢：核融合研究、ITER の誘致には積極的に賛
成。 
・ITER のリスク：1998～2000 年までは、リスクにつ
いての言及が無い。 地元住民のリスクにはほとんど言
及せず。地方版も扱いが低い。 
・社説の結論：「ITER 誘致は賛成だが、誘致の利害得
失をよく考え、国民に納得でき る説明を。」 
・核融合の解説：他の核融合方式の解説も含め、充実し

ている。 
●毎日新聞 
・基本姿勢国際研究プロジェクトで日本が主導権をと

ることの意義は理解するが、 核融合の他の基礎研究が
おろそかになることを懸念。 
・ITERのリスク 1998～2000 年までは、リスクについ
ての言及が無い。「核廃棄物の問 題がない」と誤解され
かねない表現も 地方版では、自治体の「住民置き去り」
姿勢を批判。 
・社説の結論：「研究者や地元自治体だけでなく、国民

の合意形成がなにより必要」 
・核融合の解説：読売よりは少ないが、他の核融合方式

も含めて充実。 
（※ITER のリスク・・トリチウム漏洩の危険、大量の
低レベル放射性廃棄物処理、そもそも研究自体ムダであ

る可能性、などを指す） 
２．共通点 
・2001 年 1 月、文部省系の核融合研究者たちが、科技
庁系のプロジェクトである ITERに反対する論陣を張る
（資料参照）までは、新聞は“トリチウム漏洩”“大量

の低レベル放射性廃棄物”など、ITERのコスト、リスク

について言及できていない。もし核融合研究者が一致団

結して ITER誘致を推進していたら、新聞は ITERの技
術的問題点についてノーチェックだった可能性もある。 
・2001年 7月以降、ITER問題が青森・北海道・茨城の
ローカルニュース扱いになり、全国版では ITERの取り
上げられなくなった。「国民の理解が不可欠」を主張す

る毎日新聞が何度か取り上げたのが目立つのみ。 

●考察 
１．全国紙の役割 
 2001 年 7 月以降の紙面は、全国紙としての限界が露
呈している。誘致合戦が始まり、地元住民にとっては

ITER 誘致の是非を考える重要な時期だったにも関わら
ず、紙面で特集される頻度はかえって減っている。ロー

カルニュースがニュース・バリューを持ちづらい全国紙

は、地元住民に十分な情報を提供するメディアにはなり

えていなかったと思われる。 
 また、トリチウムの有害性、中性子漏洩の危険、低レ

ベル放射性物質の処理法など、安全面において ITER誘
致のカギを握る案件について、専門家間の論争を紹介し

たり、新聞の見解を述べたりすることはなかった。地元

民に対し、ITER の賛否を問えるだけの情報を提供でき
ていたとは思えない。 

 



 これら新聞報道が、審議会の議論内容にどれだけのイ

ンパクトを与えたかは、材料の不足から今回は考察でき

なかった。次回の課題としたい。 
２．地方紙の役割 
 東奥日報という、約 30 万部を出す青森近辺の地方紙
がある。Webに載る記事を見る限り、 
ITER についての記述は非常に充実している。地元民の
生活に密着した話題に、ニュースバリューを見いだしや

すいからだろう。 
このことから、「科学技術の公共理解」において、地

方紙の役割が非常に大きいことが推測できる。（逆に、

全国紙が各地方でも比較的大きなシェアを占めている日

本では、自治体のからむ科学技術政策に対し無関心にな

りがちとなってしまうのかもしれない。） 
以後、地方新聞の役割を、全国紙との比較を通して追

ってみたい。■ 
 

◆資料・年表◆ 
読6/4 （特集）「核融合研究で世界をリード」 
毎7/28 （特集）「難航する核融合計画」 
 10月 米、ITER計画からの離脱表明 
朝10/28 （社説）「立ち止まって議論するべき」 
毎11/1 （社説）「米の撤退理由を冷静に分析すべき」 
読12/24 （社説）「研究に日本の独自色を」ITER誘致は
賛成。 
1999年 
朝4/5 （オピニオン）池内氏「ITERは巨大公共事業？美
名より基礎研究を」 
読8/6 （特集）科学技術と政治家の役割 
2000年 
（めぼしい記事ナシ） 
奥12/28 （社説）政府はメリット面を強調しすぎ。放射
性廃棄物の処理や、安全面の議論を 
2001年 
朝1/18 （オピニオン）小柴氏「誘致は危険で無駄 
 1/19 誘致に学者等反対 ITER計画懇談会に意見書郵送 
毎1/22 （特集）日本、誘致意義を確認 
朝2/2 （オピニオン）香山氏「反対論者の論点は過去に
解決している」 
朝2/4 （特集）専門家で議論が分裂 
毎2/5 （社説）まだ時期尚早。なにより国民の理解を深
めるべき 
読2/7 （社説）「誘致の利害得失を見極めたい。」 
朝2/16 （社説）核融合研究、50年かかってまだ成果が出
ないことに疑念 

 3/15 原子力委員会の ITER計画懇談会「誘致の意義大き
い」の報告案まとめ 
読3/15 科学面で ITERの解説記事 
読3/23 （社説）ITER 誘致、説得力ある説明が出来るか
が正念場 
奥5/22 （社説）財政面、安全面の議論が少なすぎる。マ
イナス面の直視を 
 6/6 原子力委員会「誘致の意義は大きい」最終報告書 
 6/19 カナダが誘致表明 
 7/27 北海道、青森、茨城が誘致提案書を文科省に提出 
奥7/27 （社説）放射性廃棄物の地元負担、説明不足のそ
しりはまぬがれず 
読8/1 （特集）誘致選定法についての解説記事 
毎8/12 （地方：青森）県の誘致活動、置き去りの県民 
毎8/26 （社説）誘致の条件整わず。国民の合意が形成さ
れていない。 
 10/18 文部科学省の国内候補地評価、茨城か青森に 
奥10/27 （社説）県費負担に納得のいく説明を 
毎11/13 （特集）誘致に慎重論、計画足踏み 
 11/25 誘致国負担 7000億、政府試算で。 
 12/14 原子力専門家委員会「核融合会議」、誘致の両論
併記 
読12/22 （特集）「研究者の足並みが乱れている。今は
慎重な議論を」 
 12/25 尾身をはじめとする総合科学技術会議「日本の誘
致に意義がある」 
2002年 
 1/8 マーバーガー米大統領補佐官「ITER 離脱という判
断に再評価が必要」 
 5/2 大統領、ITER復帰の検討を指示。 
朝5/15 （特集）米、核融合炉計画復帰か？ 
朝5/26 （地方：青森）「ＩＴＥＲ」って何？（あおもり
Ｑ＆Ａ） 
 5/28 EU、フランスとスペインの二候補地を立てる 
 5/29 政府、誘致先を青森県六ヶ所村決定。森核融合エネ
ルギー推進議員 
  連盟が首相に報告。尾身、遠山､森、首相の会談で。核
施設の集中する青森県に配慮？ 
奥5/31 （社説）候補地決定、手放しで喜べない 
 5/31 誘致、閣議了解 
毎6/10 （社説）政治決着で六ヶ所村、欧州の候補地に負
けるのでは？ 
 6/11 （地方：青森）特集 不透明な政治決着について 
★ご意見、ご質問あれば、naoki-a@fine.ocn.ne.jp  までお願いし

ます｡■ 
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